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PRESS RELEASE 

 

東京大学 

 

 

PM2.5汚染による社会経済的コストと不均衡な医療資源の影響 

――高齢化社会における地域間格差の検証―― 

 

発表のポイント 

u PM2.5汚染、高齢化、医療資源の不均衡がもたらす健康格差を日本全国規模で明らかにしまし

た。 

u 日本全国の規模で、高齢化社会における PM2.5 暴露による世代間不平等と、医療部門別の疾

病影響と費用負担を初めて定量化しました。さらに、地方における過疎化とそれに伴う医療

資源の空洞化を背景に、PM2.5汚染が高齢化社会の健康面での不平等をさらに悪化させている

現状を浮き彫りにしました。 

u 大気汚染が高齢化社会に及ぼす影響を解明するとともに、医療資源の配分という観点から地

域格差を緩和し、また健康的な高齢化を促進するための科学的根拠を提供することで、重要

な政策的示唆を与えることが期待されます。 

 

本研究のフレームワーク 

 

概要 

東京大学大学院工学系研究科のロンイン准教授と吉田好邦教授らの研究グループは、PM2.5汚

染（注 1）が高齢化地域における異なる医療部門に与える疾病影響を明らかにしました。本研

究では、Global Exposure Mortality Model（GEMM）および年齢調整済みの AVSL モデル（注 2）

を用いて、PM2.5 暴露による健康損失を詳細に分析しました。さらに、日本全国の 17 万件を超
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える医療施設データを組み合わせて、PM2.5 関連の 5 つの主要疾病への影響（図 1）と特定医療

施設の空間的分布が不均衡であることを明らかにしました。 

特に、本研究では地方における過疎化とそれに伴う医療資源の空洞化を背景に、PM2.5汚染が

高齢化社会の健康面での不平等をさらに悪化させている現状を指摘しています。地方では高齢

化が進行するとともに、医療施設や専門医の減少が進んでおり、特定疾患の治療が困難な地域

が増えています。このような状況下で、PM2.5がもたらす健康影響が顕著に現れ、特に呼吸器系

や心血管系疾患において医療需要が増大していることが示されました。先行研究と比較した本

研究の新規性は、高齢化が大気汚染による健康影響を悪化させる点を明らかにするとともに、

地域医療の発展レベルの違いを考慮し、PM2.5に関連する医療費の空間的分布を定量化した点に

あります。この成果は、汚染に脆弱な地域を効率的に特定し、適切な医療戦略を策定すること

で、高齢化に伴う大気汚染による健康損失の軽減に役立つことが期待されます。また、本研究

の分析フレームワークは、今後の世界的な高齢化および大気汚染問題への対応においても重要

な指針となることが期待できます。 

本研究成果は、2025 年 2月 4日（英国時間）に英国科学誌「Nature Sustainability」のオ

ンライン版に掲載されました。 

 

 

図 1：疾病別の PM2.5暴露の空間分布 

 

発表内容 

これまでの研究では、PM2.5汚染が異なる年齢層の健康に与える影響について主に議論されて

きましたが、それらの研究の多くはマクロレベルにとどまり、世代間不平等や地域医療資源の

不均衡に関する精緻な議論が不足していました。特に、日本のような深刻な高齢化社会に焦点

を当てた研究はほとんど行われていません。この度、本研究チームは 17 万件以上の医療施設デ
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ータの空間分布を活用し、PM2.5暴露がもたらす日本国内の世代間健康影響および地域医療費を

世界で初めて包括的に評価しました（図 2）。 

約 1 年にわたる詳細なデータ分析の結果、60 歳以上の高齢者、特に 80 歳以上の高齢者が PM2.5

暴露による疾病影響を大きく受けていることが明らかになりました。さらに、1950年代に生ま

れた「団塊の世代」（注 3）が 2030 年までに高齢者層の中心を形成し、この世代特有の属性が

PM2.5暴露による健康不平等をさらに悪化させる可能性が示されました。また、地域別の分析で

は、西日本の農村地域が PM2.5関連の社会経済的コスト、疾病コスト、医療コストのいずれも特

に高いことが確認されました。PM2.5が引き起こす下気道感染症や虚血性心疾患は、日本の医療

システムに大きな負担をかけており、これらの地域では迅速な医療資源の拡充と政策的支援が

求められます。 

 

図 2：日本における年齢階層別 AVSL と PM2.5関連の健康影響 
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本研究は、これまで十分に注目されてこなかった日本における空気汚染問題、特に PM2.5が地

域医療費に与える影響について、新たな視点を提供します。まず、PM2.5による健康影響を社会

経済的観点から再評価し、個人や地域が直面する暴露リスクと医療資源の不均衡という二重の

課題を明らかにしました。この分析により、自然環境の変化や社会経済構造の変化にどのよう

に適応すべきか、そしてその適応コストをいかに抑制するかという、将来的に社会が直面する

重要な課題を浮き彫りにしました。 

さらに、本研究は、政策立案者に対し、医療資源の最適な配分や地域間格差の緩和に向けた

具体的なデータと示唆を提供します。また、日本国内にとどまらず、同様の課題を抱える他国

においても適応可能な実用的な手法と知見を提供します。この研究で構築した分析フレームワ

ークは、他の空気汚染問題や疾病研究にも応用可能であり、特に高齢化が進む社会において、

健康影響の評価や医療資源の効率的な管理を目指す政策策定に貢献することが期待されます。 
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用語解説 

（注 1）PM2.5汚染： 

直径 2.5マイクロメートル以下の微小粒子状物質（Particulate Matter 2.5）による汚染のこ

と。大気中に浮遊する微粒子が呼吸器系や心血管系などの健康に深刻な影響を及ぼすとされて

います。 

 

（注 2）AVSL モデル： 

年齢調整済み統計生命価値（Age-adjusted Value of Statistical Life）のモデルであり、特

定の年齢層が持つ統計的生命価値を地域の経済状況や生存率などに基づいて調整し、健康損失

を貨幣価値に換算するために用いられる指標です。 

 

（注 3）「団塊の世代」： 

日本で 1947 年から 1949年の第 1次ベビーブームの間に生まれた世代を指し、高齢化の進行に

伴いこの世代の社会保障や医療制度に対する費用が増大している点で注目されています。   
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